
国際マーケティング研究における

企業論的なアプローチに関す る考察

テ ィオフ ィラス ・アサモア

1.は じ め に

基本的にマーケティング研究が,国 内市場 を分析単位あるいは前提 として

議論 しているのに対 してs国 際マーケティング研究 は,企 業のマーケティン

グ行動が国境 を越 える際に直面す る問題 を考察することを目的 としている。

すなわち,m/・ 的なマーケティング研究 と国際マーケティング研究は,上 記

の問題 を考慮するか否かによって識別 されることになる。 にもかかわらず
,

ユラー般的なマーケティングから国際マーケテ ィングを識別することは難 しい
。

なぜな らば,国 内市場 にあっても,エ リア,セ グメントといった異なる特性

を有するサブ市場 に分割することが可能であ り,市 場間の相違が次元の差 こ

そあれ,国 内市場 において も同様 に存在す るか らである。 したがって,国 際

マーケティングを単 に異なる複数市場への対応 と見なすならば
,国 際マーケ

テ ィングは未だにその固有の研究領域および概念を確立 していない といえる。

しかし,こ のような根本的問題 を内包 しているにもかかわ らず,実 践的な意

味でも学問的意味で も,国 際マーケティング研究 に対するニーズはますます

高 まっている。

本稿 は,以 上の認識 に基づき,国 際マーケティング研究 を一般的なマーケ
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ティングの研究か ら識別 し,そ の固有な特質 を明 らかにする規定概念および

それを分析するための理論枠組を提示す ることを目的 としている。本稿の特

徴 は,こ の規定概念および理論枠組 を導出するための方法論的道具 として,

企業論的な特に,取 引費用アプローチを採用することにある。国際マーケテ

ィングを一般のマーケティングか ら識別する鍵が,そ の対象 とする市場の相

違 にあることは明白であ り,市 場の相違 に応 じて取引の在 り方 も異なる。 こ

こに,国 際マーケティング研究 に対 して,取 引費用アプローチを採用する根

本的な理由がある。

本稿は,以 下の順序 に従 って議論 を展開す る。すなわち,1)市 場認識お

よび研究視点の相違 に基づ く国際マーケティング研究の整理 と類型,2)企

業論的な,特 に取引費用アプローチの概念 とそのマーケテ ィング研究への適

応可能性 の検討,3)取 引費用アプローチによる国際マーケテ ィングの規定,

4)同 様 に,取 引費用アプローチに依拠 した国際マーケティングの分析枠組

および基本命題の提示 に関する考察 を試みる。

II.国 際 マーケ テ ィング研 究 におけ る諸概 念

1.国 際 マ ーケ テ ィ ン グに対 す る基 本 的ア プ ローチ

国際 マーケテ ィング研究 は,セ オ ドア ・レヴ ィ ッ トが1983年 に発 表 した 論
2)

文 を契機 に新 たな展開 を始 めた。 そ こで彼 は,初 め て グ ローバ ル ・マ ー ケ テ

ィ ン グ とい う概念 を提 出 した。 このグmバ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ とい う概念

は,戦 略 と しての マ ー ケ テ ィ ン グ ・アプ ローチ と捉 えた。 この論文 がひ とつ

の契機 となって,国 際 マ ー ケ テ ィン グの戦 略 的 固 有性 に関す る多 くの研 究が

発表 され た。 これ らの研究 か ら国際マー ケテ ィングに関す る幾 つかの アプロ

ーチが提 出 され,現 在,以 下 に あ げ る ア プ ロ ー チが 存 在 す る。1.マ ー ケ テ

ィ ン グの一 つ の応 用領 域 と見 なす アプローチ。2.マ ー ケ テ ィ ン グの発 展 段

階 と見 なす アプロー チ。3.グ ローバ ル産 業 にお け る企業 機 能 の調整機能 あ
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るい は統合機能 と見 なす アプロー チ。4 .ラ イ ク ・ア ・ネ ッ トワー ク ・ア ブ

mチ 。5 .グ ローバ ル戦 略 それ 自体 と見 な す アプ ロ._._チ。 この よ うにsセ

オ ドア ・レ ヴ ィ ッ トな どの貢 献 によって,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ に関 す る数 多

くの研究 が蓄積 され て きたが,そ の 固有 性 お よ び研 究領 域 に対 す る明確 な解

答 は与 え られない ままで あった。

2.分 析 視 点(1)=イ ン タ ー ネー シ ョンズ(inter-nations) ,マ ル チ ・ネ ー

シ ョンズ(multi-naticans)と グ ローバ ル(globs!)

国際 マ ー ケ テ ィ ン グ に は,大 き くイ ンタ ー ネ ー シ ョンズ,マ ル チ ・ネ ー シ

ョンズ とグ ロ ーバ ル とい う三 つの分析 視点が存在 す る。 イ ンターネー シ ョン

ズ ・マーケ テ ィングは,あ る一 つ の 国 を越 え て類 似 して い る顧客 や消費者
,

ユ ー ザ ー へ製 品 や サ ー ビス を提 供 す るマーケテ ィング活動 を意味 す る
。 つ ま

り,従 来 の輸 出 マ0ケ テ ィン グで あ る。 これ に対 して,マ ル チ ・ネ ー シ ョン

ズ ・マ ー ケ テ ィング はあ る一 つの国 を越 えて異 なる顧客や 消費者
,ユ ー ザ ー

へ製 品 や サ ー ビス を提 供 す るマーケテ ィング活動 を意味す る
。 グローバル ・

マーケテ ィングは国 を限定せず ,全 世 界 を対 象 とす るマ ー ケ テ ィ ング活動 を

意味す る。 グ ロー一バ ル ・マー ケテ ィング戦略 は,標 準 化 とい う観 点 か ら定 義

され るだ けでな く,純 粋 な標 準 化 か ら純 粋 な カ ス タ マイゼー シ ョンとい う観

点 か らも定 義 され る。標準化 は,グ ロー バ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ ・プ ロセス と

グ ローバル ・マー ケテ ィング ・プ ログラム に適 用で きる。

3.分 析 視 点(2):戦 略(strategy)と パ ー ス ペ クテ ィブ(perspective)

企 業 行 動 を考 察 す る際 行 動 様 式 と ともにその行動様式 を導 く企業 の使 命

や理念 に対 す る考察が不可欠 であ る。 これ ら企 業 の使 命や行動理念 を規定 す

る要因 をパ ー スペ クテ ィブ と呼ぶ とすれば,マ ー ケ テ ィ ング研 究 に お い て も

企 業 の行動様式 と同様 に,あ る い は それ 以 上 に このパ ー スペ クテ ィブの問題

に注 目すべ きであ ろう。 だが残念 なが ら,こ れ まで の 国際 マ ー ケ テ ィ ング研

国際マーケティング研究における企業論的なアプローチに関する考察3



究で はパー スペ クテ ィブ に関 してほ とん ど研 究 されて こなか った ように思わ

れ る。 そ して このパ ースペ クテ ィブは,そ の 具体 的 表 現 と見 な し う る行 動様

式,す な わ ち マ ー ケ テ ィ ング戦 略 とか かわってい る。

マ ーケテ ィング戦略 は,戦 略 事 業 単 位(ス トラテ ジ ック ・ビジ ネ ス ・ユニ

ッ ト[SBU])レ ベ ル で の マ ー ケ テ ィ ング戦 略 と全社 レベ ルで のマーケテ ィン

グ戦 略 とに大別 され る。 さ らに,マ ー ケ テ ィ ン グ戦 略 は そ の機 能 的相違 によ
3)

って以下 の三 つに分類 で きる。a)市 場 対 応 の基 本 戦 略:こ れ は伝 統 的 マ ー ケ

テ ィ ング戦 略 とい う観点 か らであ る。つ ま り,企 業 レベ ル と ビジ ネ ス ・レベ

ル の そ れぞれの レベルで企業がいか にターゲ ッ ト・マーケ ッ トを選択 す るか
4}

ということである。b)競 争対応の基本戦略:競 争環境 で生 き残 り,成 立 し,

利益を出すにはいかなる戦略 を選択すべきか とい う観点か ら,企 業は既存 の

産業内で競争相手 に対 して優位 に立てる包括的な戦略を選択する。c)技 術対

応の基本輔:っ まり,競 争相手に対する優雌}ま 技術鞠 に基づいて獲得

され る。技術 革新 とは,製 品 の革 新 とそ の製 造 プ ロセ ス の革新 に限 られ る。

これ は事業戦略 に よって規定 され る。

国際 マーケテ ィングは,マ ー ケ テ ィ ング戦 略 を市 場 対 応 の基本戦略 として

位置 づ ける傾 向 にある。 この ような傾 向が なぜ生 じた か とい う主 な理 由 は,

エ リア,ド メ ス テ ィ ック,イ ンタ ー ナ シ ョナ ル,グ ローバ ル とい う よ う な用

語 が,市 場 を意 味 して い る こ とにあ る と考 え られ る。

III.取 引 費 用 ア プ ロ ー チ

1.取 引 費 用 の ア プ ローチ

取 引 が,個 人 あ るい は企 業 間 で行 わ れ るか,あ るい は企 業 内 で行 わ れ るか

どうか は,そ れ ぞ れ の形 態 の相 対 的 な効 率性 に依存 してい る。取引 のた めの

費 用 は,根 回 し,交 渉,執 行,施 行,モ ニ タ ー,終 了 の各 段 階 で そ の都 度 算
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6)

定 されうる。 このような取引にかかる費用 は,市 場 によって異なって くる。

取引費用 は,取 引に参加する意思決定者である企業の性格 に応 じて異なった

り,ま た,市 場の目的や資産 に応 じても異なって くる。取引の上で,(諸 市場

を越 えて)個 人あるいは企業の間の取引を妨げる人的要素や市場の諸要素は,

企業の構成内容 によって異なって くる。 しか し同 じ要素が また,個 人や企業

内の取引や市場 を越 える取引で採用 され ることもある。 そこで基本的に取引

費用アブ「ローチは,ミ クロ分析である。 また取引費用アプローチはy行 動主

義 をその前提 とし,経 済的側面 を強調する。さらに取引費用アプローチは,

比較組織分析 に基づ き,企 業 をこれまでのように生産的機関 と見なすよりも

管理 された組織 と見 なす。

そ して何 よりも重要な特徴 は,取 引費用アプローチが契約法の概念を組織

研究のために採用 しているとい う点である。つまり,契 約法 において定式化

されている交換の概念 を採用 している。取引費用アプローチでは,市 場 と企

業 はs取 引を完成 させ るための相互の道具 としてのアプローチ と捉 えられる。

そして特に,法 廷的な命令よ りも私的な命令 を強調することにより,契 約 に

よる事後の組織 に重点 を置いている。

契約 は,a)古 典 的契約,b噺 古典的契約,c)関 係的契織 こ纐 され る。

a)古 典 的契 約 にお け る特 徴 と して は,あ らゆ る諸 条 件 を明 らか に し
,プ

レゼ ンテ ィエ ー シ ョ ン(presentiation)を 増 加 させ る こ とに よっ て
,契 約 が

取 引 を容 易 にす る こ とを 目指 してい る。 ここでいわれ るプ レゼ ンテ ィエ ー シ

ョンとは,現 在 の状 況 か ら将 来起 こ りう る こ との予測 を意 味 し,古 典 的 契 約

で は この 予 測 を も含 め て契約 が交 わ され る。

b)新 古 典 的 契 約 で は,現 代 の 複 雑 な社 会 に存 在 す る 不 確 実 な条件 の下

で,長 期 的契 約 が履 行 され る場 合,完 全 な プ レゼ ン テ ィエ ー シ ョン は,不 可

能 で は な い に して もコス ト的 に高価 な もの と考 えられ る。 したが って新古典

的契約 は,世 界 が よ り複 雑 で あ る とい う事 実性 を前提 として いる。

c)関 係 的 契 約 で は,現 在 進 行 形 の 関 係 を維持 す る こ とを前提 とす る。 そ
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れは,ミ ニ・ソサイエティーの財産を利用 し,多 くのノーム(norm)を 使用

し,さ らに時間に従 うことによって展開され る。新古典的契約では,効 果的

な適応 という観点か らある程度のアービ トラリの範囲内で契約が可能 になる

と考えたが,関 係的契約 は,諸 条件 を時間に従 って関係的に捉える。

取引費用概念では,商 品やサー ビスよりも,取 引自体 を分析の基本単位 と

する。取引費用概念における取引の特徴 としては,次 の点があげ られ る。a)取

引反復の頻度:同 じ取引が繰 り返 される度合。b)不 確実性:こ こでは,不 確

実性が全 く存在せず,各 々が完壁な情報 を所有 していると考 えられる場合,

責任のある経営 とか管理な どは無意味なもの となる。c)持 続性:あ る一定の

投資によって維持 される取引の程度。d)基 本的転化:こ こでは通常,固 定費

と変動費の区別が行われる。 しか しこれは,単 に会計学的区別 と考 えられ,

契約研究 に関 しても重要なことは,資 産 を転用できるか どうかである。

また取引を性格づ けるスキーマ として,エ コノマイジング,ガ バナ ンス構

造(統 御機構)が あげ られる。

a)エ コノマイジング:取 引を組織化するための基礎要因は,厳 密 にはコ

ス ト・エコノマイジングによって構成 され る。 このエコノマイジングは,二

つの形態をとる。それは生産費用 とs取 引費用でのエコノマイジングである。

ところで一般的目的 としては,市 場調達に有利 なすべての要因が含まれる。

この場合,差 別的デザインやその成果 は切 り捨てられる。だが特定的 目的 と

しては,反 対の特徴 を持つ。つ まりここでは,差 別的価値 を重視するが,一

般的な市場調達 は危険に晒されるか もしれない。取引費用アブmチ で,中

間製品の特徴 は主に所与 として与えられる。

b)ガ バナンス構造(統 御機構):幾 つかの取引にとって,一 つの構造か ら

別の構造への変化は,複 雑な契約 にかかる費用 と,適 応的で逐次的な方法に

おいて効果的にそれを実行するための費用を減少させ る。取引費用概念で考

察 されるガバナンス構造 は非取引特定化,半 特定化,高 特定化である。取引

費用概念 に関するこれ ら基本的な特徴は,研 究論文では様々な仕方で記述 さ
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れ て い る 。

2.取 引 費用 の 方法 論 的考 察

取 引 費 用 とい う名称 は,分 析,理 論,モ デ ル,ア プ ロー チ,パ ー スペ クテ

ィブ,経 済,概 念,分 析 枠 組 とい っ た異 な る さ ま ざ まな概 念の下 で使用 され

む9)

てきた。取引概念の開発の中心的役割を演 じてきたコース とウイ リアムソン

10)

は,こ れ らの用語を明確 に定義することなしに使用 した。明石芳彦 は,取 引

費用アプローチ と取引費用理論 との違 いと他方で取引費用概念 と取引費用理

論の違いを示そうと試みてきた。明石 は,ア プローチ,概 念,理 論 という言

葉の使用が適切であるが,そ こで名指 されている条件を満足 しているか どう

かについては述べていない。

取引費用 は経済学の分野で,特 に制度学派の中で発展 してきた。経済学で

は,比 較的一貫 した意味で取引費用が使用 されてお り,ほ とんどの取引費用

エの

理論の論理的前提 は経済学 に属 している。ウイ リアムソンは,取 引費用経済

理論が まだ完全ではない と述べている。彼は,取 引費用 を開発するために他

の学問分野の原理 を利用 してきたが,様 々な学問領域における取引費用を検

討することにより,取 引費用をパ ラダイム として見なすことがより適切であ

ることを指摘 している。

取引費用 をパ ラダイムの一つ として取扱 うあ らゆる学問の諸領域において,

それらが独 自の内容展開を試みる必要があろう。 これ まで経営学では,国 際

マーケテ ィングにおいてのみ,取 引費用の根本的命題が提示され,そ れらの

幾つかは,海 外市場への参入や国際的な企業のマーケテ ィング活動 を説明す

るために使用 されてきた。パ ラダイム としての取引費用に関 しては,国 際マ

ーケティングでの概念的取引費用フレーム ワークや取引費用モデルを確立す

る必要がある。それは取引費用理論 を明 らかにする前段階 として行われなけ
12)

れ ば な る ま い(ハ ン ト)。 そ こ で,国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ の 分 析 の た め に,パ ラ
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ダイム としての取引費用の概念的 フレームワークの検討 に移 る。そ こで,本

稿では分析のためのアプローチの有効な手段 として取引費用概念 を採用する。

IV.取 引費用 ア プ ローチの 国際 マーケ テ ィング研 究への適用

1.多 様な研究領域 に対する取引アプローチの適用

取引費用概念 は,マ ーケティングに関連す るあらゆる分野で重要な役割 を

演 じている。商学,経 営学,マ ーケティングに関す る主要な情報源である
13)

ABI/INFORMGLOBALの レ フ ァラ ンス に は1986年1月 か ら1996年7月 ま

で の 間 に出版 され た取 引 費 用 に関す る300以 上 の論 文 が 含 まれ て い る。過 去数

年 のマー ケテ ィング研 究 での取 引費用 アブmチ の利 用 は,流 通 とマ ー ケ テ

ィ ング ・チ ャ ンネル,企 業 マ ー ケ テ ィ ング戦 略,マ ー ケ テ ィン グ理 論,販 売,

消 費 者 満 足,物 流,研 究 開発,価 格 理 論,国 際 マ ー ケ テ ィ ング に及 ぶ 。

様 々 な名称 で取 引費用 とい う概念 が使 用 されたため多 くの混乱 が生 じたが,

お そ ら く取 引 費 用 が適 用 され る領域 が大 き過 ぎたた め,こ の混 乱 に研 究 者 は
14)

注意 を払わなかったのである。 コ0ス によれば,彼 が最初 に取引費用に関心

を持ったのは,産 業組織 を分析するためであった。特 に,(産 業の垂直的水平

的)統 合理論の研究のためであった。 コースが分析 という概念を使用 したの

は,取 引のための費用は経済分析の一部分であるべ きであると考えていたか

らであった。 コースによって展開された取引費用はそれ自体分析の道具では

なかった。彼 は,取 引費用概念によって経済理論全体が置 き換えられ るとい

うことを明 らかにした。さらに注意 されなければならないことは,彼 が経済

学の分野 に属 して研究をしていたが,実 際には経営学での学位を得て,経 営

学部で主に講義を担当していたことである。 この取引費用概念に関するコー
15}

スの諸命題 は,ウ イ リア ム ソ ンに よっ て批 判 に晒 され た。彼 は経済学者 とし

て,取 引 費 用 を経 済 分析 に取 り入 れ た り,企 業 内 の組 織 を詳 細 に検 討 す る こ

とに よって,市 場 と企 業 の階 層 性 とを区別 した。
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2.国 際マーケティング研究に対する取引費用概念の適用根拠
16)

マ0ケ テ ィ ン グの 多 くの研 究 者(ア ンダ ー ソ ン ・バ ゴチ,コ トラ ー,そ し

て ア メ リカ ・マ ー ケ テ ィ ング協会)は,特 に1957年 か ら1985年 の間 に,交 換

を マ ー ケ テ ィ ン グの コア と して提示 した。 ただ し交換 とい う言葉 は,人 間 の

ニ ー ズ と必 要性 を満 た す た めの手段 の一 つ としてだ け言及 され てい る。ハ ン

17)

トを含めて,取 引はマーケティングの基本的概念 としての交換 と自由に言い
lSi

換 えられている。1979年 のこの論文以来,ハ ン トは,交 換 よりもむしろ取引

がマーケテ ィングの明確な主題であると強調 してきた。経済学,心 理学,社

会人間学のような他の学問領域でも取引を取 り扱 っているが,マ ーケティン

グだけが取引を中心的な主題 として取 り扱 っている。 その結果,マ ーケティ

ングおよびその下位研究領域である国際マーケティングにおいて取引がその

主題 となる。

取引の相手が相互に受 け入れ,尊 重 され,行 動する異なった状態 にあると

き,い わば厳密な意味で,こ れらの役割 をそれぞれの相手が満たす限 りで,

良い取引が行われる。つまり,取 引それ自体 はバーゲンす ることではない。
19)

対等でない者の間の取引でバーゲンできる場合,そ の力関係は,主 要な要素

の一つであると考 えられる傾向にある。大 きな力を持 つ相手は,バ ーゲンを

強いるもの と十分に予想できる。重要なことは,取 引において対等な関係を

持っ ことはあ りそうもない。 したがって,必 ず しもすべての取引相手が等 し

い価値 を得 るわけではない。つまり対等性 は,現 実 を反映 していない前提か

もしれない。

3.團 際マーケティング研究における取引費用アプローチの展開

国際マーケティングで取引費用が使用 された例 としては,こ こ数年では,
20}21}22)

ア ン ダ ー ソ ン とガ テ ィ ニ ョ ン,ク ラ イ ン,ク ラ イ ン と フ レ イ ジ ャ ー,ロ ス,

23)

ペ リーな どが挙 げ られ る。

ア ンダー ソン とガ ティニ ョンは取引費用 アプ ローチ を分 析の方法 として海
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外市場参 入の17の モ ー ドの分 類 の た め に使 用 した。彼 らによれ ば,最 も適切

な参 入 の モ ー ドは,コ ン トロ ー ル と投 入 され た資 源 費 用 との間で成立 す る ト

レー ド ・オ フ機能 で ある。 クライ ンは,国 際 間 にわ た る同一 企 業 の組 織 の問

というコンテ クス ト取引費用分析(ア プ ロー チ)を 検 討 し,国 際 マ ー ケ テ ィ

ン グで の垂 直 コ ン トロール の説明 のために使用 した。彼 は,同 一 企 業 内 の 各

組 織 の 国 際 間 で の取 引費用 を,職 能 部 門 を運 営 す るた め の費 用 と組織活 動の

ための費用 に分 けた。 クライ ンとフレイジ ャー,ロ ス は1990年 に ク ライ ンが

書 い た論 文 を統 計 的 に後 づ け した。ペ リーは,ダ イ ナ ミッ クな進 化 的 組 織 を

発 展 させ るため に取 引費 用分析 を使 用 した。彼 の研究 は,企 業 が海 外 で課 せ

られ る制 約 に対 処 す るプロセ スに重点 を置 いてい る。

マーケテ ィング,特 に国 際 マ ー ケ テ ィ ング に取 引 費用 アプローチ概念 をそ

の まま適用 す るこ とは危険 で あるか もしれ ない。 とい うの は,費 用 は マ0ケ

テ ィ ング で は経 済 分 析 にお け るほ ど重要で はな い し,マ0ケ テ ィ ング分 析 の

中 心 は,消 費 者 あ るい は顧 客 と市 場 の ニ ーズなので ある。 さらに取引費用 ア

プ ローチ は戦略概 念 を考慮 に入 れ てい ない か らで あ る。 国際 マ ーケ テ ィ ン

グ ・パー スペ クテ ィブ を採用 す るための意 思決定 は,マ ー ケ テ ィ ング分析 の

基 盤 や単 位 と同様,戦 略 的 関 心 の新 しい形 態 を必 要 とす る。 その よ うな決定

は,組 織 に採 用 され る国 際 マ0ケ テ ィ ング ・パ ー スペ ク テ ィブ の システム(構

造 と過 程 を含 む)や 特性 を 内蔵 す る。 統 合 的 な 国 際マーケテ ィング ・パー ス

ペ クテ ィブに取 引費用 アプローチを よ り適合 させ るために その概念 を再定義

したい。戦略 一構造 一(成 果)分 析 は,マ ー ケ テ ィ ング に お け る戦 略 の主要

なテーマであ る外部環境 の イ ンパ ク トを体系的 に検討 で きなか った。構造 は,

組 織 理 論 の観 点 か らの み考 察 されて きたので,取 引 費 用 ア プ ロー チ は こ こで

も,内 部 的 組 織 や外 部 的 セ ッテ ィン グ(市 場)だ け を取 り扱 うイ ンス テ ィテ

ユー ト・エ コノ ミックスの概念 だ けで ある と見 なされ ていた。国際 マーケテ

ィング ・パ ースペ クテ ィブ によ り与 え られ る市場構 造 のさ まざ まな形態の発

展性 と,異 な っ た市 場 不 確 実 性 が 関連 してい る ことを取引費 用 は示 してい る。
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したが って,国 際 的 なパ ー スペ ク テ ィブ とい う概念 の中でマー ケテ ィング ・

ス トラ クチ ャーの一 つ とい うことが前提 されてい る。 したが って,国 際 パ ー

スペ ク テ ィブ か ら規 定 された異 なる構 造 は,異 な った マ ー ケ テ ィ ング戦 略 と

市場 環境 の下 での さまざ まな程度 の効 率性 に従 う と予想 され る。

4.国 際 マ ーケ テ ィン グの概 念 規 定

こ こ まで展 開 されて きた国際マ ーケテ ィング ・パ ー スペ クテ ィブ と,ま た

国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ にお け る戦略 とは,構 造 パ ー フ ォー マ ンス学 派 が 提 示 す

る枠組 であ る。 国内マー ケテ ィング と国際 マーケテ ィング とを区別 す る伝統

的 な観点 を取 り除 くもので ある。国際 マーケテ ィング ・パ ー スペ クテ ィブ と

は異 な る国際マーケ テ ィング戦略 は必 ず し も,「 多 国 籍 」あ るい は 「グ ローバ

ル ・カ ンパ ニー」 と名づ け られ るような特別 な活動 で はない。 だが このモデ

ル は,マ ー ケ テ ィン グ理 論 に応 用 で き る重 要な,経 済 学 以 外 の 考 察 として取

引 費 用 ア プ ローチ と一致す るであ ろう。 そ して,媒 介 変 数 を使 う取 引費 用 に

よ るア ブmチ に よ っ て,市 場 の不 完 全 性 の構 造 が 明 らか に され る。 さ らに

契約 の研究 によって,市 場 の分 析 ユ ニ ッ トと して 取 引 の意味内容 が明 らか に

され る。 その結果,市 場 の不 完 全 性 が,マ ー ケ テ ィ ング戦 略 と統 御 マ ー ケテ

ィング機構 を リンク させ るための重 要な市場 の条件 を作 り出す こ とが明 らか

となる。

国際マー ケテ ィング研究 の領域 の ほ とん どにおいて,マ ー ケ テ ィン グ研 究

で は よ く使 用 され る諸分野 が含 まれてい る。 しか しなが ら,マ ー ケ テ ィ ング

研 究 で の これ らの領域 は,本 稿 で は,国 際 マ ー ケ テ ィ ング研 究 の適 用 可能 な

領域 として提案 され て きた。 なぜ な らば,国 際 マー ケ テ ィ ン グ はマ ー ケ テ ィ

ン グ研 究 の対象 や分析 の単位 として考察 され るか らであ る。 リー ジ ョナル ・

マ ーケテ ィング研究 は,こ の モ デル で 提 出 され る新 しい分野 で ある。 リー ジ

ョナル ・マー ケテ ィング研 究 は,EU,NAFTA,APECな どの よ うな リー ジ

国際マーケティング研究における企業論的なアプローチに関する考察11



ヨナル経済 ブ ロ ックの形成 によって ます ます重要 にな って きた。 このモデル

において提示 された国際マー ケテ ィング研究 は,取 引 費 用 ア プ ロー チ の取 引

特 性 に基 づいてい る。

V.国 際マ ーケ テ ィングの分析枠組 と基本命題

1.国 際マーケティングの分析枠組

取引費用アプローチに基づいた国際マーケティングの分析枠組を示すため

に図1を 提示 したい。

図1で は,取 引費用アプローチにおける国際マーケティングの分析枠組の

諸要素の連関 を表 している。そこでの主要なディメンションは,Aマ ーケッ

ト要因,B取 引の特徴,C構 造要因,D国 際要因,Eガ バナンス・マーケティ

ング構造,Fマ ーケティング戦略,Gパ ーフォーマンスから構成 されている。

Aマ ーケ ッ ト要因なしでは,取 引費用の概念は崩れて しまうだろう。図1で

のマーケット要因 とは,企 業 によって採用されるパースペクティブの決定 を

意味する。B取 引の特徴 としては,二 つの要素が存在する。それ らは外的取

引 と内的取引である。外的取引は市場 を意味 し,内 的取引は企業内取引を意

味 しいかなるマーケティングも必要 とされない。 また,外 的取引 と内的取引

の組み合わせか ら成る第三の取引が存在する。取引は,全 く内部取引 と外部

取引のみで区別されることはできない。特 に,国 際マーケティングにおいて

は,外 部 と内部の取引か ら成 る第三の取引が必要 となる。 そのような統合 は,

外部 と内部の取引の比重が必ず しも均等である必要はない。C構 造要因 とは

次の三つの特性 を含んでいる。①環境の特性:こ こでは,所 与の戦略 を有効

に効率的に行 うための組織の強さを表す内的環境 と,社 会一政治的,経 済的,

歴史的,文 化的,物 理的,そ して他の関連す る要因などの外的環境が存在す

る。②産業特性:マ ーケテ ィングが行われたり,製 品ラインから構成 され る

産業である。③マ0ケ ティング ・パースペ クティブ:こ こでは,異 なった種
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図1取 引費用 ア プ ローチ に基づ いた国際マーケテ ィングの分析枠組
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類 のマーケテ ィング構造 が,異 な った マ ー ケ テ ィ ング戦 略 や 市場環境 の下で,

有効 で 効 率 的 な結 果 を生 じ させ る ことを目的 とす る。D国 際 要 因 は,競 争,

国 際 パ ー スペ クテ ィブ,パ ワー か ら構 成 され る。 国 際 マ ー ケ ッ トでは競争 は

必ず存在す る。 国際パ ースペ クテ ィブ とは世界 的観点か らのマー ケテ ィング

展開 を意味す る。パ ワー とは取 引費 用の中での交渉 力関係 を意味す る。Eガ バ

ナ ンス ・マ ー ケ テ ィ ング構 造 は,す で に説 明 した ガバ ナ ン ス構 造 のマーケテ

ィング面 の構造 を意味 してい る ことで ある。Fマ ー ケ テ ィ ング戦 略 とは,マ

ー ケ テ ィ ング の 中 で企 業 が採 用 で きる戦 略 を意味 す る
。Gパ ー フォ ー マ ンス

とは,取 引 費 用 分 析 に基 づ い て 国 際 マ ーケテ ィング展開の結 果 を意味す る。

こうして,こ れ らのAか らGま で の諸 要 因 を循 環 しつ つ,取 引 費 用 に基 づ

いた 国 際 マ ー ケ テ ィングは展 開す る。

2.国 際マーケテ ィングの基本命題

取引費用アプローチは,国 際マーケティングに対 して単 に分析枠組 を提示

するだけではな く,そ の基本戦略に対 して も有益な理論的示唆 をもた らす。

その理論的示唆は,次 に示す四つの命題に整理することができる。

命題1取 引費用において,国 際マーケティング ・パ0ス ペ クティブの

特異的な知識 あるいは資産 という条件の下で は,小 さな市場構造が効率

的でかつ有効である。

特異化 された知識や特異化 された資産 しか持たないならば,こ れまでの取

引関係 を維持せ ざるをえないし,小 さな市場 でのみ有効である。 この場合,

取引は主に関係的な契約 に基づ くといえる。だが古典的契約やライセンシン

グの ような短期的な戦略では,特 異化された知識や特定化 された資産 は問題

にならない。関係的契約 においては競争 は厳 しくないので,競 争は関係的契

約では激 しくはならない。そ して結果的に取引費用は高い ままに残 される。

ここでの投資は,比 較的小 さな市場か ら回収 されなければならないという理
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由で,ま た特異化された知識あるいは資産 は他の使用 目的に転用できない と

いう理由で,市 場参加者 の力関係のバ ランスは均等に広が らない。

このような条件の下で採用 され るべき戦略を明 らかにするために,特 異性

の起源が明 らかにされなければならない。そ こで まず,内 的そして外的要因

が明 らかにされねばならないであろう。例 えば,文 化的な要素や政治的な要

因は,エ リア ・マーケ ッ トやナシ ョナル ・マーケ ットに限定され る市場構造

として取 り扱われる。

命題2取 引への参加者の数が少なければ,非 競争市場 という不完全性

が作 り出される。効率性 と有効性 は,比 較的小 さ く,管 理可能 な市場 に

おける直接投資戦略 に参加することによって達成できる。 そこでは,し

ばしば力関係の不均衡 を引き起 こす。

取引費用アブmチ では,取 引の効率性 と有効性は,管 理可能 な小さい市

場で実現で きると考 える。参加者が少数であるような非競争市場 においては

関係的契約が機能する。 その結果,マ ーケティング活動に参加 しようとす る

場合,参 加者の意欲 と努力が必要 とされる。さらに参加者が少数であるため

に,し ばしば供給者側に とって有利 な不均衡 な力関係 を生 じさせる。市場 に

多様性が増大す るとすれば,そ れは供給者が多様 な製品を顧客へ提供するか

らである。

命 題3取 引 費 用 に お い て,情 報,知 識,学 識 の 欠如 に よ って不 確 実性

が 生 じる とき,力 関 係 は ア ンバ ラ ンス に な る。 そ こで確実化 のた めの直

接投 資が必要性 とな る。 その際,標 準化 が採 用 さ れ,特 に小 さい市 場 で

は ジ ョイ ン ト ・ベ ンチ ャーが始 め られ る。 その結果,力 関 係 の均 衡 が 回

復 され る。

完 全 競 争 を不可能 にす るマーケ ッ ト要因 は,不 確 実 性 と して捉 え られ る。

不 確 実性 に関 しては,ま ず 政 治 ・法 律,経 済,市 場 の 外 的 な要 因 か ら生 じ る
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問題が解決 されなければならない。 これら外的要素 に関する情報や知識 は意

思決定 にとって重要な要素 となる。 しかしこれ らの欠如か ら生 じる不確実性

に関 しては,管 理が可能であ り,直 接投資 によって解決できると思われる。

この場合,情 報に関す る力関係は生産者 と顧客の両者の間に生 じ,顧 客の方

が有利 となる傾向がある。供給者 は顧客の動 きを的確 には予測できないか ら

である。そこか ら標準化が重要 になって くる。標準化 は範囲の広い市場 と大

きな構造を必要 とする。大 きな構造 に入 り込 むことは,リ スクの増大を招 く

ことにもなる。 しかしなが ら,市 場が小 さ く標準化が行 えない場合,ジ ョイ

ント・ベ ンチャーを始めることが理想的 となる。その結果,力 関係は比較的

均等に配分 され るであろう。

命題4取 引の反復頻度要因は}不 確実性の主な要素である情報によっ

て影響 を与 えられる。頻度要因は,力 関係の均衡 を促す。

取引での反復頻度 は,契 約の形式を決定する。古典的契約,新 古典的契約,

関係的契約な どの契約 において もこの ことが反映 されている。頻度の増加 に

よって,新 古典的契約か ら関係的契約へ と契約の形式が移行 され ると考 えら

れ る。取引の頻度の増加 は取引に関する情報や知識を増加 させ る。力関係の

不均衡 は,取 引反復の頻度の増加 とともに減少す るが,特 異性 は増加す る。

取引の頻度 は,長 期的には増加すると仮定で きるが,い つでも妥当す るとは

限 らない。

以上 に示 される諸概念 においても,標 準化に基づいた国際マーケティング

戦略の展開 と組織化が示される。 ここでの取引費用アプローチの四つの主要

なディメンションの結合 は,多 様 な戦略アプローチである。展開 と組織化の

主要な結合 はこの図に関連 して示される。そこで国際マーケティング ・パー

スペ クティブがグロ0バ ル ・マーケティング戦略を導 くと仮定するのであれ

ば,そ れぞれの国際構造が戦略 という用語で定義 され ることになる。第二に,

既存のマーケテ ィング戦略の分類 に基づいて,ガ バナンス ・マーケティング
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構造のそれぞれに対 して採用 され る適切 な戦略が,取 引費用アブmチ の主

要な次元の結合 を考慮 しなが ら選択 されなければな らないことが示 され る。

VI.結 論

国際 的なパ ースペ クテ ィブや国際 マーケテ ィング ・パ ー スペ クテ ィブ とい

う概念が使 われれば使 われ るほ ど,マ ー ケ テ ィ ング機 会 や 国境 を越 える競 争

を検 討す る必要 に迫 られ る。 だか らといって この ことは必 ず しも,ボ ー ダー

レス ・マ ー ケ テ ィ ング活 動 を意味 してい るので はな く
s国 とい う伝 統 的 な観

点 か らの マ ー ケ テ ィング概 念 の分析や定義 の単位 を提 示す ことが可能 であ る

ことを意味 してい る。 したが って ,政 治 的 集 合 体 と して 国家 や地 域 が継続 的

にマー ケテ ィングの要 素 として主要 な役割 を果 た してい る とい う事 実 を この

こ とは否定す る ものではない。 国際 マーケ ティ ング ・パ ースペ クテ ィブ にお

いて は,エ リア}国,リ ー ジ ョ ン を越 え る外 的環 境 を考慮 にいれ て規定 され

た マーケテ ィングの中 に,経 営 哲 学 や 経 営 目的 の重 要性 が確 か に認 め られ る

ので ある。 だが この こ とか ら,そ の よ うなマ ー ケ テ ィ ング を行 う組織 が
,国

際 マ ー ケ テ ィ ング ・パ ー スペ クテ ィブを活 用す るた めに既存 の国内マーケ ッ

トやエ リア ・マー ケ ッ トの外側 で活動 しな けれ ばな らない とい う結論 は生 じ

ない。

他方,国 際 マ ー ケ テ ィン グで は,基 本 的 に マ ー ケ テ ィ ング にお け る標準 化

とは何 かが絶 えず問 われてい る。換 言すれ ば,グ ロ ーバ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ

戦 略 で は,何 が マ ー ケ テ ィ ング活 動,マ ー ケ テ ィ ング ・プ ロセ ス,マ ー ケ テ

ィ ング行 動 の基 準 や 中 心 点 を形成 す るか を明 らか に しよ うとす る。 また,偶

然性 に対 して,適 応 す るた めの 方 法 が 必 要 とされ る。 グロー一バル ・マー ケテ

ィ ング戦 略 は標 準化 であ るのか カスタマ イズ化 であ るのかで はな く,標 準 化

が他 の 要 素 に基 づ い て立 て られ る基盤 として考 え られ な ければな らない。 そ

うす る ことによってs標 準 化 の程 度 は,マ ー ケ テ ィ ングの 内的 ・外 的 両 方の
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要素 に よる市場 の構造 に依存 す る ことが理 解 で きるで あろ う。

マーケテ ィングの基盤 を検 討す るために,取 引費 用 分 析 が 使 用 され た主 な

理 由 は,そ れ が現 在 利 用 で き る交 換 の要 素 として,あ るい は交 換 に関連 す る

取 引 の唯 一 の包括的概念 であ るか らで ある。 さ らに,取 引費 用 ア プ ロー チ は

活 動 や 経 過 の諸条件 を認 め,差 異 に関 して も,特 定 のニ ー ズ に適 合 す る異 な

った構 造(ガ バ ナ ン ス ・ス トラ クチ ャー一)を 利 用 可 能 にす るか らで あ る。 す

べ てのマー ケテ ィング組織が必 ず し もグローバ ル ・マー ケテ ィング戦 略 を採

用 した りあ るいは実行 しなけれ ばな らない とい うことはない。 しか しなが ら,

国 際 マ ー ケ テ ィン グ ・パ ー ス ペ クテ ィブを持 つ こ とに よって,マ ー ケ テ ィ ン

グ活 動 を発 展 させ た り運 営す るた めの基盤が獲得 され るこ とは明 らかであ ろ

う 。
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